
補足資料

宮崎市の障がい者に関する計画について

１ 障がい者計画：包括的な障がい者施策の推進
◆障害者基本法第11条第 3項に基づく「市町村障害者計画」

◆障がいのある人が社会のあらゆる分野で他の者と等しく、その尊厳と個性を尊重され、社会参加できるよう、教育、雇用、社会生活、文化・ス

ポーツ、情報アクセスなど、様々な分野の施策を総合的・計画的に推進し、自立と社会参加を促進することを目的としている。

◆現行の「第4期宮崎市障がい者計画」の計画期間は、令和 5年度から令和 11年度までの７年間。

◆成果指標の中間目標として令和7年度の目標値を掲げており、令和 8年度にその中間目標に対する達成度を確認し、中間評価を行う。

２ 障がい福祉計画（障がい児福祉計画）：地域における障がい福祉サービスの提供体制整備
◆障害者総合支援法第 88条第1項に基づく「市町村障害福祉計画」

児童福祉法第 33条の20第 1項に基づく「市町村障害児福祉計画」

◆両計画は、障害者総合支援法第88条第 1項及び児童福祉法第 33条の 20第 1項に基づき、一体的に作成が可能。

◆「障がい福祉計画」は、地域の実情に合わせた障がい福祉サービス（居宅介護、就労支援等）の提供体制確保に関する計画であり、質の高いサ

ービスの安定的な提供を目指し、ニーズに基づきサービスの種類・量・提供体制を定める。

◆「障がい児福祉計画」は、同様の考え方で障がい児通所支援等のサービス提供体制を定める計画である。

◆両計画とも、障がい者計画の理念を踏まえ、サービス提供の観点から障がい者・児の生活を支える計画となっている。

◆現行の「第 7期宮崎市障がい福祉計画（第 3期宮崎市障がい児福祉計画）」の計画期間は、令和6年度から令和8年度までの 3年間。

◆令和 8年度は、現行計画を見直し、次期計画「第８期宮崎市障がい福祉計画（第４期宮崎市障がい児福祉計画）」策定期間となっている。
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